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○公立大学法人新見公立大学授業料減免及び徴収猶予に関する規程 

平成22年４月１日 

規程第70号 

改正 平成26年４月１日規程第70号 

平成27年４月１日規程第70号 

平成27年11月１日規程第70号 

令和２年４月１日規程第70号 

令和２年４月１日規程第70号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人新見公立大学の授業料等に関する規程（平成22年規程

第14号）第５条第２項の規定に基づき、授業料の減免及び徴収猶予に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（減免） 

第２条 公立大学法人新見公立大学理事長（以下「理事長」という。）は、従来同一世帯に

あり、主として生計を維持し、学資を負担している者（以下「学資負担者」という。）が

生活に困窮し、学資の負担が困難であり、かつ、学業優秀と認められる学生に対して、授

業料の全額又は半額を免除することができる。 

２ 理事長は、授業料の納期前６箇月以内（新入学者に対する入学した日の属する期の減免

に係る場合は、入学前１年以内）において、学資負担者が死亡又は重度の障害、災害その

他これらに準ずる事由により生活に困窮し、学資の負担が困難であると認められる学生に

対して、その事由の生じた日の属する期の翌期分以降の授業料について授業料の全額又は

半額を免除することができる。ただし、当該事由の発生の時期が当該期の授業料の納期限

以前であり、かつ、当該学生が当該期の授業料を納付していない場合においては、当該期

以降の授業料を免除することができる。 

３ 前２項のうち、「大学等における修学の支援に関する法律」（令和元年法律第８号）第

８条第１項に規定する授業料等の減免を受けている者は免除しない。 

（徴収猶予） 

第３条 理事長は、前条に定める場合のほか、学資負担者が生活に困窮し、学資の負担が納

期限までに困難であると認められる学生に対し、授業料の徴収を猶予することができる。 

２ 授業料の納付を猶予するときは、納付期限の延期又は月割分納の方法により行うものと

する。 
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（申請手続） 

第４条 授業料の減免を受けようとする者は、年度中に事由が発生した場合を除き、毎年度

前期授業料の納期限10日前までに、授業料減免申請書（様式第１号）に次の書類を添え

て理事長に提出しなければならない。 

(1) 家庭調書（様式第２号） 

(2) 住民票（世帯全員） 

(3) 所得証明書（世帯全員） 

(4) 承諾書（１年次生のみ）（様式第３号） 

(5) 同居者内に年金受給者がいる場合は、年金証書の写し 

２ 授業料の徴収猶予を受けようとする者は、年度中に事由が発生した場合を除き、毎年度

授業料の納期限10日前までに、授業料猶予申請書（様式第４号）に別紙（様式第５号）

を添えて理事長に提出しなければならない。 

（審査） 

第５条 授業料の減免及び徴収猶予に関する事項は、経営審議会に諮るものとする。 

（期間） 

第６条 授業料の減免及び徴収猶予の期間は、当該年度を超えないものとする。 

（通知） 

第７条 理事長は、授業料の減免又は徴収猶予を適当と認めたときは、申請人に授業料減免

（猶予）決定通知（様式第６号）を、また、不適当となった場合においては授業料減免（猶

予）却下通知（様式第７号）をそれぞれ交付するものとする。 

（申請事由の消滅） 

第８条 授業料の減免又は徴収猶予を受けている者は、減免又は徴収猶予を必要とする事由

が消滅した場合は、直ちに授業料減免（猶予）事由消滅届（様式第８号）を理事長に提出

しなければならない。 

（取消し） 

第９条 理事長は、授業料の減免又は徴収猶予を受けている者が次の各号のいずれかに該当

するときは、授業料の減免又は徴収猶予を取り消すものとする。 

(1) 当該年度途中において、その減免又は徴収猶予の事由がなくなったとき。 

(2) 虚偽の事実により減免等を受けていたとき。 

(3) 懲戒処分を受けたとき。 

２ 理事長は、前項の授業料の減免又は徴収猶予の措置を取り消すときは、当該減免又は徴
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収猶予を受けている者に授業料減免（猶予）取消通知（様式第９号）により通知するもの

とする。 

（委任） 

第10条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、理事長が別に定める。 

附 則 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日規程第70号） 

この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日規程第70号） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年11月１日規程第70号） 

この規程は、平成27年11月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日規程第70号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日規程第70号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第４条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第９条関係） 

 


